社会福祉法人　西海市社会福祉協議会　職員給与規程
（目的）

第1条　この規程は、社会福祉法人西海市社会福祉協議会職員（以下「職員」とい

う。）の給与及び退職手当に関する事項を定めることを目的とする。

（給与の種類）

第２条　この規程により職員に支給する給与は、給料、扶養手当、通勤手当、住居

手当、管理職手当、期末手当、勤勉手当、介護支援専門員手当、時間外勤務手当及び介護職員処遇改善手当とする。

（給料表）

第３条　給料表の種類は、次に掲げるとおりとする。

給料表１
　（初任給）

第４条　高校を卒業した者を新たに職員として採用する場合は、次に定める初任給

を支給する。

１級13号俸

　（学歴・職歴の換算）

第５条　前条の職員については、高等学校卒業後の学歴及び職歴を、次の基準により換算して初任給を調整する。

　(1) 学歴

ア　短期大学卒…2年

　　イ　大　学　卒…4年

　(2) 職歴

　　　別に定める基準により職員として同種の職務に在籍した年数に換算する。

（給料表級別基準）

第６条　職員に対する給料表の級別基準は別表に定めるところにより決定する。

（昇給）

第７条　職員の昇給は、毎年1月1日に、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて、行うことができる。

２　前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号俸数は、同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号俸数を4号俸（給料表１の適用を受ける職員でその職務の級が4級以上であるものにあっては3号俸）とすることを標準とする。

３　55歳を超える職員に関する前項の規定の適用については、同項中「4号俸（給

料表１の適用を受ける職員でその職務の級が４級以上であるものにあっては3

号俸）」とあるのは、「2号俸」とする。

４　職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号俸を超えて行うことがで

きない。

（昇格）

第８条　職員の勤務成績が特に良好である場合においては、職員を昇格させること

ができる。昇格後に適用する給料の月額は次の基準による。

　(1) 適用する給料表の範囲内で昇格させる職員の昇格後に適用する号俸は、その

職務に応じその者の属する職務の級を別に定めるところによる。

　(2) 適用する給料表を超えて昇格させる職員の昇格後に適用する号俸は、昇格後

の職務に応じた級の現在受けている給料月額の直近上位の号俸とする。

（給与の支給）

第９条　給料の計算期間は、月の１日から末日までとする。

２　給料は毎月10日に前月分を支給する。ただし、その当日が休日、日曜日、または土曜日に当たるときはその前日において直近の休日、日曜日または土曜日でない日とする。

３　新たに職員となった者にはその日から給料を支給し、昇給、降給等により給料額に異動を生じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。

４　職員が離職したときは、その日までの給料を支給する。

５　職員が死亡したときは、その月まで給料を支給する。

６　第3項または第4項の規定により支給する場合であって、月の初日から末日まで支給するとき以外は、その給料額はその月の現日数から勤務を要しない日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。

（扶養手当）

第10条　扶養手当は、扶養親族のある職員に対して、別に定める額を支給する。

２　前項の扶養親族とは、次の各号に掲げる者で他に生計の途がなく、主としてそ

の職員の扶養を受けている者をいう。

　(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下

同じ。）

　(2) 満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子及び孫

　(3) 満60歳以上の父母及び祖父母

　(4) 満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある弟妹

　(5) 重度心身障害者

３　前項に規定する扶養親族がある者は、扶養親族届に当該要件を具備しているこ

とを証明する書類を添えて届け出なければならない。

４　第2項に規定する扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合は、ただちに

その旨を会長に届け出なければならない。

５　第2項に掲げる者のうち、他から扶養手当に相当する手当の支給を受けている

者、または別に定める額を超える所得のある者は扶養手当は支給しない。

（通勤手当）

第11条　通勤手当は通勤距離が片道2キロメートル以上の職員に対し別に定める

額を支給する。

２　前項の要件を具備する者は、通勤届によりその通勤の実情をすみやかに届け出

なければならない。通勤届の内容に変更を生じた場合も同様とする。

３　職員が月の初日から末日までの期間の全日数にわたって通勤しなかった場合、

通勤手当は支給しない。

（住居手当）

第12条　住居手当は、次に掲げる職員に対して別に定める額を支給する。

　(1) 自ら居住するための住宅（貸間を含む）を借り受け、月額12,000円を超え

る家賃（使用料を含む）を支払っている職員

２　前項の要件を具備する者は、住居届に当該要件を具備していることを証明する

書類を添えて届け出なければならない。住居届の内容に変更があった場合も同様

とする。

（管理職手当）

第13条　管理職手当は、管理または監督の地位にある次の職員について、別に定

めるところにより支給する。

　(1) 事務局長、事務局次長、支所長、課長、所長

２　前項に定める職員が月の初日から末日までの期間の全日数にわたって勤務し

なかった場合は、管理職手当は支給しない。

（期末手当）

第14条　期末手当は、6月1日及び12月1日（以下この条においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して第4項に定める日に支給する。

２　期末手当の額は、それぞれ基準日現在（退職しまたは死亡した職員にあっては、

退職し、または死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の月額を算定基

礎とし、これに別に定める割合を乗じて得た額に基準日以前におけるその者の在

職期間の区分に応じて別に定める割合を乗じて得た額とする。

３　期末手当の支給日は、次の表に定める日とする。

　　ただし、これらの日が休日、日曜日、または土曜日に当たるときはその日の前

日において直近の休日、日曜日または土曜日でない日とする。

	　基準日
	　　支給日

	6月1日
	6月20日

	12月1日
	12月10日


４　第2項に規定する在職期間は、職員が休職にされていた期間（業務上の負傷ま

たは疾病による休職を除く）については、その2分の1の期間を除算した期間と

する。

（勤勉手当）

第15条　勤勉手当は、6月1日及び12月1日（以下この条においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し支給する。これらの基準日

前１か月以内に退職し、または死亡した職員についても同様とする。

２　勤勉手当の額は、前項の職員がそれぞれの基準日現在（退職しまたは死亡した

職員にあっては、退職し、または死亡した日現在）において職員が受けるべき給

料の月額の合計額を算定基礎額とし、これを別に定める割合を乗じて得た額に、

基準日以前におけるその者の勤務期間の区分に応じ別に定める割合を乗じて得

た額を超えない範囲の額とする。

３　勤勉手当の支給日は前条第3項に定める支給日のうち6及び12月の支給日と

同様とする。

４　第2項に規定する勤務期間は、職員が休職にされた期間及び欠勤した期間（業

務上の負傷または疾病による場合を除く）については、その期間を除算する。

（介護支援専門員手当）

第16条　居宅介護支援事業に従事する介護支援専門員で、24時間連絡体制を確保するために携帯電話を所持させる者に手当を支給する。
（時間外勤務手当等）

第17条　勤務日に1日8時間の勤務を越えて勤務することを命ぜられた職員には、

8時間を越えて勤務した時間の勤務１時間につき、１時間あたりの給料の100分

の125（その勤務が午後10時から翌日の午前5時までの間である場合は100分

の150）を時間外勤務手当として支給する。

２　就業規則に定める休日に勤務することを命ぜられた職員には、勤務１時間につ

き、１時間あたりの給料の100分の135を休日勤務手当として支給する。

３　前項に規定する勤務１時間あたりの給与額は、給料の月額に12を乗じ、その額を１週間あたりの勤務時間に52を乗じたものから１日の勤務時間に19を乗じたものを差し引いたもので除した額とする。

４　管理職手当を支給する職員に対しては、時間外勤務手当等は支給しない。

　（宿日直手当）

第17条の２　宿日直手当の額は、宿日直勤務1回につき4,200円とし、
それらの勤務時間が5時間未満の場合はその勤務1回につき2,100

円とする。
（給与の減額）

第18条　職員が勤務しないときは、就業規則で規定する休日及び休暇（特別休暇

を含む）を除き、その勤務しない1時間につき、第17条第3項に規定する１時

間あたりの給与額を減額して給与を支給する。

（休職者の給与）

第19条　休職にされた職員には、次の各号に定める区分により給与を支給する。

　(1) 業務上の負傷または疾病により休職にされたときは、その休職の期間が満3

年に達するまで給与の全額を支給する。療養開始後3年を経過しても負傷また

は疾病が治らない場合、労働基準法第81条に定める打ち切り補償を行う。

　(2) 前号以外の負傷または疾病により休職にされたときは、その休職期間のうち、

最初の3ヶ月は給料、扶養手当、住居手当のそれぞれ100分の80を支給する

ことができる。それ以降の期間については無給とする。

２　前項第2号については、その者の休職前の在職期間が満１年未満であるときは、

これを支給しない。

（パート職員、登録ホームヘルパーの給与）

第20条　パート職員、登録ホームヘルパーの給与は、各就業規則に定めるところにより支給する。

（育児・介護休業等に関する給与）

第21条　育児・介護休業等に関する給与は、育児・介護休業等に関する規則で定めるところによる。

（退職手当）

第22条　退職手当は、職員が退職した場合に、その者（死亡による退職の場合は

その遺族）に支給する。ただし、第2項に規定する職員のうち、次に掲げる者に

はこれを支給しない。

　(1) 懲戒処分により解職を命ぜられた者

２　職員Ⅰ種の退職手当は「全国社会福祉団体職員退職手当積立基金約款」で定め

るところにより支給する。

３　職員Ⅱ種の退職手当は社会福祉施設職員等退職手当共済法により支給するも

のとし、社会福祉施設職員等退職手当共済制度による退職手当金については、社

会福祉施設職員等退職手当共済法の定めるところによる。　

（遺族への支給）

第23条　前条第１項に規定する遺族は、次の各号に掲げる者とする。

　(1) 配偶者（届出をしないが、職員の死亡当時、事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む）

　(2) 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員の死亡当時、主としてその収入に

よって生計を維持していた者

　(3) 前号に掲げる者のほか、職員の死亡当時、主としてその収入によって生計を

維持していた親族

　(4) 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第2号に該当しない者

２　前号に掲げる者が退職手当を受ける順位は、前項各号の順位による。第2号及

び第４号に掲げる者のうちにあっては、同号に掲げる順位とする。

　　この場合において、父母については、養父母を先にし、実父母は後にし、祖父

母については養父母の養父母、養父母の実父母を先にし、実父母の養父母、実父

母の実父母を後にする。

３　退職手当の支給を受けるべき同順位の者が2人以上ある場合は、その人数によ

って等分して支給する。

（補則）

第24条　この規程に定めるもののほか、必要な事項については、西海市職員の給与に関する条例及び職員の給与の支給に関する規則に定める事項を準用して会長が別に定めるところによる。

附　則

　この規程は、平成17年4月1日から施行する。

附　則

　この規程は、平成17年10月7日に改正し、平成17年4月1日から適用する。

附　則

（適用期日）

１　この規程は、平成17年12月5日に改正し、平成17年12月1日から適用する。

（平成17年12月に支給する期末手当に関する特例措置）

２　平成17年12月に支給する期末手当の額は、改正後の規程第14条第2項及び第4項の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減じた額とする。

（1）平成1７年4月１日（同月２日から同年12月1日までの間に新たに職

員となった者にあっては、その新たに職員となった日）において職員が受けるべき給料、管理職手当、扶養手当、住居手当の月額の合計額に100分の0.36を乗じて得た額に、同年4月から適用日の属する月の前月までの月数（同年4月1日から施行日の前日までの期間において在職しなかった期間、給料を支給されなかった期間等がある職員にあっては、当該月数から当該期間を考慮して会長が定める月数を減じた月数）を乗じて得た額。

（2） 平成17年6月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に100分の0.36を乗じて得た額。

　　附　則

１　この規程は、平成１8年3月30日に改正し、平成１8年4月1日から適用する。

　（号俸の切替え）

２　切替日における号俸（以下「新号俸」という。）は、旧級、切替日の前日にお

いてその者が受けていた号俸（以下「旧号俸」という。）及びその者が旧号俸を

受けていた期間に応じて附則別表第１に定める号俸とする。

　（給料の切替えに伴う経過措置）

３　号俸の切替に伴い、その者の受ける給料月額が同日において受けていた俸給月

額に達しないこととなる職員には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給

料として支給する。

附　則

　この規程は平成18年5月29日に改正し、平成18年4月1日から適用する。

附　則

　この規程は、平成18年11月20日に改正し、平成18年11月21日から適用する。

第18条第1項第2号の一部改正は、平成18年11月21日以降に休職とされる者に

適用し、この日以前に休職とされた者には適用しない。

附　則

　この規程は平成18年12月25日に改正し、平成18年12月26日から施行する。

附　則

　この規程は、平成19年3月28日に改正し、平成19年4月1日から施行する。

附　則

この規程は平成19年12月27日に改正し、平成19年4月1日から適用する。

附　則

この規程は平成20年3月27日に改正し、平成20年4月1日から施行する。

附　則

この規程は平成20年12月5日に改正し、施行する。

附　則

この規程は平成21年3月24日に改正し、平成21年4月1日から施行する。

附　則

１　この規程は、平成21年11月24日に改正し、給料表の改正は平成22年1月1

日から施行する。

切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受け

る給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなる職員には、

給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。

２　第12条第1項第2号については、平成22年4月1日から施行する。

附　則

この規程は、平成22年2月15日に改正し、施行する。

附　則

この規程は、平成22年3月26日に改正し、施行する。　
附　則

この規程は、平成22年5月27日に改正し、平成22年6月30日から施行する。
附　則

　この規程は、平成22年11月29日に改正し、給料表の改正は平成22年12月1日から施行する。

切替日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額に達しないこととなる職員には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。
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